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原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法の指定対象地域の拡大 

１．制度の概要 

国は、平成 13 年度に「原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法」

を制定し、同法の規定に基づき指定した立地地域が行う道路、港湾、漁港及び義務

教育施設のうち、地域の住民生活の安全確保に資することから緊急の整備が必要な

事業について、国の負担又は補助の割合の特例を定め、さらに、事業の経費に充当

した地方債の元利償還に要する経費を地方交付税の基準財政需要額に算入するな

どの支援のための特別な措置を実施 

また、立地地域内で行われる事業のうち、製造業、道路貨物運送業、倉庫業、こ

ん包業及び卸売業において、設備を新設・増設した事業者に対し、その事業に対す

る事業税等について、地方公共団体が不均一課税（軽減税率）を課した場合に、そ

の減収額の一部を地方交付税で補填 

２．島根地域における地域指定等の状況 

平成 13 年７月 国は、旧鹿島町、旧松江市、旧島根町を立地地域として指定 

平成 14 年３月 国は、「島根原子力発電施設等立地地域の振興に関する計画」を 

        決定 

３．制度の改正（指定対象地域の拡大） 

国は、令和７年 12 月に「原子力発電施設等立地地域の指定及び振興計画の決定

について」（平成 13 年５月 事務次官決定）を改正し、指定の対象となる地域をＵ

ＰＺ(原発から概ね半径 30km の範囲)を行政区域内に有する市町村に拡大 

４．県の対応（スケジュールは想定） 

指定対象地域の拡大を踏まえた立地地域の指定を受け、財政支援等の措置を受け

るため、法に基づく申出等を実施 

令和８年 ５月 立地地域指定に関する関係４市への意見照会 

令和８年 ７月 「島根県原子力発電所等立地地域の指定に係る申出」 

を国へ提出 

令和８年内目途 「島根県原子力発電施設等立地地域の振興に関する計画」 

を国へ提出 
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支援（特例）措置の概要 

 

⑴ 国の負担（補助）割合の嵩上げ、地方債の特例措置(法第７条、第８条関係) 

地域の住民生活の安全確保に資することから緊急の整備が必要な事業につい

て、国の負担又は補助の割合の特例を定め、さらに、事業の経費に充当した地

方債の元利償還に要する経費を地方交付税の基準財政需要額に算入 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（特例措置の対象となる事業） 

① 道路 

・ 原発と防災上重要な施設を相互に連絡する基幹的な道路の新設又は改築 

・  原発や防災上重要な施設と高速自動車国道又は一般国道を相互に連絡す 

る基幹的な道路の新設又は改築 

② 港湾 

・ 原子力災害の発生時における緊急輸送に使用する港湾の建設又は改良工事 

 ③ 漁港 

  ・ 原子力災害の発生時における緊急輸送に使用する漁港の修繕 

④ 義務教育施設 

・ 原子力災害の発生時における地域住民の円滑な避難の用に供する施設の新 

築、増築又は改築、木造以外の校舎の補強 

 ⑵ 地方税の不均一課税に係る減収補填（法第 10 条関係） 

製造業、道路貨物運送業、倉庫業、こん包業、卸売業において、設備を新

設・増設した事業者に対し、地方公共団体が事業税等の不均一課税を行った場

合に、その減収額の一部を普通交付税で補てん 

 

 

 

 

 

 

参考１ 
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【現指定地域】（H13 年指定当時の行政区域による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【拡大後】（原発から概ね半径 30km の範囲） 
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島根原発２号機 第 18 回運転サイクルにおける運転上の制限の逸脱

及び復帰に係る県の対応について 

１．主な経過 

令和８年４月 22 日 中国電力が燃料支持金具の通水穴の寸法について、設計上の仕様と 

異なること（以下、「燃料支持金具の誤設置」という）を確認 

４月 24 日 中国電力が通水穴を通る冷却水の影響評価を開始 

４月 30 日 中国電力が評価結果を踏まえて、保安規定に定める運転上の制限の 

逸脱及び復帰を判断 

同日 県は、松江市とともに立入調査を実施 

２．県の対応（立入調査の概要） 

(1) 日時及び場所 

日時：令和８年４月 30 日 13 時 55 分～15 時 25 分 

場所：中国電力島根原子力発電所 

(2) 派遣職員 

島根県 防災部原子力安全対策課 ３名 

松江市 防災部原子力安全対策課 ３名 

(3) 調査結果の概要 

    ① 事象内容の確認 

・発見の経緯、燃料支持金具の誤設置による影響評価の結果、当該金具の設置時期等 

について、点検記録等の資料により確認（詳細は別紙のとおり） 

  ② 燃料の健全性の確認 

     ・島根原発２号機では第 18 回運転サイクルを含め、これまでの運転において燃料破 

損はなかったことを中国電力からの聞き取りにより確認 

(4) 県からの要請事項 

   ① まずは経緯や原因を詳細に調査し、その結果について、随時情報提供を行うこと  

   ② 今後の適切な調達管理や点検等に繋がるよう、再発防止対策を講じること 

 

 

防 災 地 域 建 設 委 員 会 資 料 
令 和 ８ 年 ５ 月 1 9 日 
防 災 部 原 子 力 安 全 対 策 課 
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中国電力からの説明内容 

１．発見の経緯 

・定期事業者検査で停止中の島根原発２号機において、特別点検の準備作業として原子炉

内の部材を取り外し中に、燃料支持金具の通水穴に吊り具を挿入しようとしたところ、

137 体中１体の通水穴に吊り具が入らないことを確認 

・調査の結果、当該金具の通水穴の寸法が設計上の仕様よりも小さい（正規品：直径 61.72mm、

当該金具：直径 30mm）ことを確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．燃料支持金具の誤設置による影響評価結果 

・通水穴が小さいことで、当該金具上の燃料集合体へ供給される冷却水量が減少 

・直近の運転サイクル（第 18 回：2025 年１月 10 日～2026 年２月９日）で、冷却水量の減

少を考慮して、最小限界出力比（燃料の冷却性能に係る余裕を示す指標）を計算し直し

たところ、約５か月間は運転上の制限を満足しない状態であったと判断 

   
３．当該金具が誤設置された時期等 

・当該金具は第５回定期検査（1995 年）で金具１体を交換した際に設置されたと確認 

・これ以外に燃料支持金具の交換実績はなく、他の金具は正規品であることを確認 

（別紙）

※燃料集合体ごとに 

限界出力比を算出

した中での最小値 
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